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Ⅰ　はじめに
　大庭・境原（2019）は，関係大学教員や上越地域の養護教諭
とともに，平成30年度から２か年の計画で，上越教育大学研究
プロジェクトとして，「健康管理に特別な配慮を必要とする子
どもの学級担任を支援するための『地域連携コモンズ形成』の
試み」をテーマに研究を進めている。そして本研究における研
究シーズの共有と情報の発信という視点から，原則月１回自主
セミナーを開催している。
　本自主セミナーにおいて筆者は，小・中学校の通常の学級に
在籍し，校内における発症の予防的対応や，場合によっては発
症後の緊急対応が必要となる種々のアレルギー疾患児への支援
について，小川（2009），中島・上野・増井・野口・留目・池
川（2018）の研究等を参考に話題提供し，新潟県上越地域を中
心としたアレルギー疾患児への支援の現状と課題について意見
交換した。以下，話題提供の概要及び意見交換の内容を報告
する。
Ⅱ　小川（2009）の研究概要
１．問題と目的
　アトピー性皮膚炎や喘息等アレルギー疾患をもつ児童生徒
（以下，アレルギー疾患児）の増加に伴い，教員のアレルギー
疾患児に対する理解と対応の必要性が高まってきた。そのよう
な中，平成20年に日本学校保健会により「学校のアレルギー疾
患に対する取組ガイドライン」が作成され，アレルギー疾患児
の実態把握や医・家・教連携のための「学校生活管理指導表」
が示されて，その活用が期待された。学校生活管理指導表の活
用を含め，アレルギー疾患児の対応については，養護教諭を中
心に担任教師等と共同で行われるものである（図１）。
　そこでこの研究では，養護教諭のアレルギー疾患児に対する
支援の実態と課題について明らかにし，小・中学校に在籍する
アレルギー疾患児への学校における支援のあり方について検討
した。
２．方法
　新潟県内の小・中学校に勤務する養護教諭を対象に，郵送に
よる質問紙調査を実施した。
３．結果と考察
　小・中学校合わせて127名から回答が得られた。
１）養護教諭のアレルギー疾患児に対する支援の実態
（１）アレルギー疾患児の実態把握
　小・中学校とも年度はじめに保護者に記入を求める「保健調
査票」からの情報収集が多く，入学前に行われる情報交換会で
出された情報や保護者からの申し出等も生かされていた。また
実態把握の種々の方法を研修会等で学ぶ様子もみられた。
（２）主治医との連携
　小・中学校とも保護者を通して文書等で間接的に情報のやり
とりをするケースが多かった。
（３）校内での情報共有の機会
　児童を語る会や生徒理解の会等の機会を設けて情報交換・情
報共有しているケースが多かった。次いで多かった機会が職員
会議であった。
（４）　アレルギー疾患児への支援
　対象児への直接的な支援として，例えばアトピー性皮膚炎の
ある児童に対する患部の冷却や軟膏塗布，清潔維持の補助を行
うなど，症状を和らげたり抑えたりするための対応が適切に行
われていた。また，担任教師に対して疾患の理解や症状への対
処法，学校での生活上の注意点等に関する情報を提供し，担任
教師が対象児に対して直接対応できるような，間接的な支援に
も取り組んでいることが明らかになった。
　アレルギー疾患児への支援については，養護教諭自身や担任
教師だけでなく，校内の教職員全体で理解しておくべき内容で
もある。養護教諭は，校内で共通理解すべき疾患の情報や配慮
事項を一覧表にして全教職員に配布するなど，校内での共通理
解を深める取組も行っていることが分かった。
２）アレルギー疾患児への支援を進める上での課題
　小・中学校ともに，アレルギー疾患の種類や程度をどのよう
に見極めて対応すればよいかという点が課題として最も多く挙
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図１　養護教諭が行う支援
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げられていた。また，学校での医療行為の実施や緊急時の対
応，環境面の整備，アレルギー疾患への偏見をなくすための取
組等切実な課題も挙げられていた。
　考察として，今後（2009年以降）は「学校のアレルギー疾患
に対する取組ガイドライン」の教職員への理解をさらに徹底
し，医療機関と教育委員会が協議を行った上で，アレルギー疾
患児を対象とした「学校生活管理指導表」の活用方針を明確に
示すことが必要で，それを踏まえて実際場面で「学校生活管理
指導表」をしていくことの重要性が示唆された。
Ⅲ　中島・上野・増井・野口・留目・池川（2018）の研究概要
１．問題と目的
　アレルギー疾患に対する「学校生活管理指導表」は，各学校
が活用することに意義がある。また，文部科学省が2015年に
「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方」と「学
校給食における食物アレルギー対応指針」を発表した。
　そこでこの研究では，食物アレルギーの学校生活管理指導表
（以下，指導表）に対する養護教諭の活用状況や認識を明らか
にし，指導表活用にかかる要因や課題を分析した。
２．方法
　新潟県養護教員研修協議会に参加した養護教諭に質問紙調査
アンケートを配布した。
３．結果と考察
　合計112名から回答が得られた。
（１）食物アレルギーのある児童生徒
　食物アレルギーのある児童生徒は922名で，そのうち指導表
提出者が60.4%，診断書提出者が8.6%であった。
（２）指導表の内容構成に対する満足感
　満足群が39.3%，不満足群が37.6%であった。また，対象児の
アレルギー出現時に指導表を活用している割合は74.1%であっ
た。活用時には「病型・治療」欄と「学校生活上の留意点」の
欄が重視されていた。
（３）指導表活用にかかる要因や課題
　指導表活用にかかる要因や課題として，「指導表の記載・様
式の改善」「文書料の改善」「マニュアル・ガイドラインの統一
化」等が挙げられた。
　結論として，指導表の提出率や活用率は全国調査より新潟県
の方が高かったこと，約４割の養護教諭は現在の指導表に満足
していないが，マニュアル・ガイドラインに沿って指導表を活
用しているケースが多いことが分かった。指導表の活用には，
「指導表の記載・様式の改善」のほか，「医師会等の協力」が
必要であることが示唆された。
Ⅳ　アレルギー疾患児への支援の現状と課題についての意見交換
　前述の話題提供を踏まえ，新潟県を中心としたアレルギー疾
患児への支援の現状と課題について自主セミナー参加者間で意
見交換を行った。
　指導表の活用にかかる課題として挙げられていた「指導表の
様式」について，参加者からも「活用しにくい様式であり，指
導表に基づいた指導が困難である。｣，「『生活上の留意点』が分
かりにくく，追加で別の書類を使って必要事項を把握すること
がある。」等の意見が出された。一方で「指導表を使うことで
医師の診断が明確になるので，給食等で食事の内容を変えるな
ど食物アレルギーの対応がしやすくなる（単なる好き嫌いへの
対応との違いが明確になる）。」といった意見もあった。
　また，指導表の提出に関して，提出は義務ではなく出すこと
が推奨されている現状であることから，全国的には指導表の提
出率や利用率は必ずしも高くないが，新潟県上越市の場合はそ
れぞれ高く，「食物アレルギーのケースでは，心臓疾患や腎臓
疾患のケースのように指導表を必ず出してもらうことになって
おり，学校の指導に生かすことになっている。ただし細かな
対応については保護者と相談しながら行っている。」，「アレル
ギー疾患の場合，症状が変化することもあるので保護者と相談
の上，毎年度指導表を出してもらうようにしている。」との報
告があった。なお，児童生徒の健康状態の把握については「学
校ごとに別の様式で行っており，例えばアレルギー疾患があっ
た場合に，その詳細について指導表を用いて把握するようにし
ている。」とのことであった。
　そのほかの課題として「医師会等との協力」が挙げられてい
たが，このことに関して「当地域では10年前に比べたら指導表
について医師の理解も進み，記入に関して協力も得られるよう
になってきているが，文書作成料などの点でさらに協力体制が
必要」との意見が出された。
　最後に，アレルギー疾患やアレルギー疾患児の理解を深める
取組についての情報交換がなされた。この中で例えば上越地域
のある中学校では「食物アレルギーのある生徒に対しては，ア
レルゲンのある食物を間違って摂らないようにするために食器
を替えるなどしているが，そのような配慮について，当該生徒
の保護者の同意を得た上で，全校集会等で『命にかかわる問
題』として全校生徒に指導・周知している。」といった情報や，
「担任はじめ教職員を対象に，毎年度アレルギー疾患やエピペ
ンの使用方法等アレルギー疾患児への対応についての校内研修
を実施している学校が多い。」といった情報が出された。
Ⅴ　おわりに
　アレルギー疾患のある児童生徒は学校種に関係なく在籍して
おり，場合によっては命にかかわる疾患でもあることから，そ
の対応については教職員が的確に理解し，適切に対応しなけれ
ばならない問題である。今回の自主セミナーにおける話題提供
と意見交換は，指導表の活用を中心に，今後のアレルギー疾患
児への対応に関する課題整理ができたという点で有意義であっ
たと考える。
追記
　本報告は，平成30年度上越教育大学研究プロジェクト「健康
管理に特別な配慮を必要とする子どもの学級担任を支援するた
めの『地域連携コモンズ』形成の試み」（研究代表者：大庭重
治）の補助を受けた。
　また本稿の内容は，令和元年６月26日，上越教育大学特別支
援教育実践研究センターで開催された「第７回自主セミナー」
において報告した内容に加筆修正したものである。
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